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2

新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場す
る今日だが、新聞は中核的メディアとして機能してい
る。

はじめに



加盟社数：新聞103社 通信4社 放送22社 （2021年3月現在）

新聞社従業員数：97社（法人単位）3万7520人（2020年4月現在）

発行部数：3509万1944部 （2020年10月現在。朝夕刊セット1部換算）

戸別配達率：95.51％ （2020年10月現在）

1世帯当たり部数：0.61部 （2020年10月現在）
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１．新聞協会の概要



新聞は正確な情報と公正な論評で

民主主義の発展に寄与する

⇒次代を担う子どもたちや学生、若手社会人に新聞
の大切さを知ってもらうことが重要な課題。
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１．新聞協会の概要



（別会社）

読者

新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場
独立事業者
※折り込み広告（新聞に折
り込んであるチラシ）は、新

聞社から独立した新聞販
売所の事業。
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１．新聞協会の概要

新聞が届くまで



紙とデジタルの関係

報道機関が地球温暖化対策に貢献する手段は、国民に
あまねく情報を伝達すること。この使命を全うする媒
体として、我々は、環境負荷低減を目的に「紙」を減
らして「デジタル」媒体を増やすという考え方はとっ
ていない。「紙」か「デジタル」かの以前に、国民が
情報に接する機会を増やすことが重要。
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１．新聞協会の概要

「紙」と「デジタル」
一方の需要が増えれば

もう一方が減るというもの
ではない



新聞・通信社は、企業として、省エネ・リサイ
クル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた努
力をする。

新聞・通信社は、報道・言論・事業活動を通じ、
環境問題に対する読者の意識を高める。

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（基本認識と対応）

基本認識と対応
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（新聞協会組織としての対応）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営幹部で構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）

経営トップ主導で推進



（第３次自主行動計画の策定）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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 2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

 2013年 4月 「 同 第２次自主行動計画」

2020年数値目標（第２次計画）は、2015年度までに達
成を確認。

2016年12月、新たな2030年数値目標を策定し、「環境
対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行５年目の現在、鋭意努力中。



（2030年数値目標①）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

2030年まで年平均１％削減を目指す



エネルギー消費原単位算出の分母は

「延べ床面積」

・省エネ法準拠

・エネルギー消費の実態に合致

・削減率が見えやすく、各社の参加を後押し

・新聞印刷工場の性質を考慮
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２．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）
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≪新聞社の印刷工場の特性≫

・印刷から発送完了まで様々な工程があるうち、工場がフル稼働
する印刷時間帯は短い（販売所に届ける時刻が決まっているた
め）。

・照明や空調など建屋系のエネルギー消費量が、機器類を稼働さ
せる動力系よりもウエートが大きい場合が多い。

≪新聞印刷の実態≫
・自社・グループ会社での印刷、他社への委託など社により印刷
体制が異なる。

・社により部数が大きく異なる。

新聞協会では今後も、生産量ではなく「延べ床面積」により、
エネルギー消費原単位を算出していくことにしている。

２．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）



2019年度環境自主行動計画

◎参加社数 ： １０７社
（新聞・通信107社が対象）

◎社数カバー率 ： １００％

参加社数、社数カバー率とも

100％を達成
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２．新聞協会の環境対策の取り組み
（参加社数・社数カバー率）



（達成状況）①2013～2016年度

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）

 2013年度  2014年度  2015年度  2016年度

エネルギー消費原単位 95.70 90.14 86.37 83.58

年平均削減率（％） - ▲5.8 ▲5.0 ▲4.4

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.38 22.27 21.55 21.37

延べ床面積（千㎡） 2442.7 2470.2 2494.7 2556.7

社数カバー率（％）
調査回答社数（社）

94.4
102

95.4
103

98.1
106

99.1
107



※調査は新聞協会加盟新聞・通信107社が対象（2017年度以前は108社）。
※過去のエネルギー消費量などに修正が出た場合は、翌年度に修正後の数値で再計算している。
※年平均削減率はすべて基準年度（2013年度）比である。

（達成状況）②2017～2019年度

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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現時点でクリア

 2017年度  2018年度 2019年度

エネルギー消費原単位 79.97 75.52 72.13

年平均削減率（％） ▲4.4 ▲4.6 ▲4.6

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

20.54 19.19 18.49

延べ床面積（千㎡） 2568.2 2541.6 2563.6

社数カバー率（％）
調査回答社数（社）

98.1
106

97.2
104

100
107



（実施率)

不要照明の小まめな消灯 (84%）

クールビズ、ウォームビズの実施 （80.8％）

冷暖房機器の温度設定変更 （73.1％）

用紙使用量の削減 （72.1％）

照明の間引きや省エネ・人感センサー型照明器具の導入（71.2％）

印刷損紙節減 （66.3％）

新聞梱包用バンド、古紙のリサイクル （63.5％）

リサイクルの推進 （61.5％）

オフィス部門・印刷工場で使用する電力機器等の抑制、

省エネ対応機器の導入 （60.6％）

パソコン・ＯＡ機器等の省エネモード設定や不在時、

昼休み時の電源オフの徹底 （60.6％）

（具体的な取り組み①）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

実施率が過半数を超える環境対策
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（具体的な取り組み②）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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省エネのための具体的対策

照明のLED化
社屋ビル、印刷工場等で積極的に対応

空調機器、熱源機器の更新
省エネ性能の高い機器類を順次導入



新聞印刷時に発生する「損紙」の節減

古紙や新聞用梱包材などのリサイクルの推進

パルプ使用量を極力減らした新聞用紙、古紙配合
率の高い再生紙の使用

＜新聞の古紙回収率＞ 2019年145.1％

※新聞の古紙回収には折り込み広告も含まれるため、回収率は100％を超えている。

＜新聞の古紙回収量＞ 2019年339.2万トン（国内古紙回収量の17.1％）

【出典】2019年古紙需給統計（2019年1月～12月計）

（http://www.prpc.or.jp/wp-content/uploads/2019_nenkantoukei.pdf古紙再生促進センターHP 2020.11.20現在）

インキ量を抑えることができる高濃度インキを使用

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（具体的な取り組み③）
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２.新聞協会の環境対策の取り組み
（技術開発、サプライチェーンの取り組み）
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技術開発は各社対応が原則

各社の努力の積み重ねにより、環境負荷低減、地
球温暖化防止に大きく貢献し、サプライチェーンの
取り組みにもつながっている。

≪新聞協会としての活動≫
 『新聞技術』等の機関紙・誌を通じた情報共有

 「新聞技術賞」など各種顕彰活動

 先進社の事例見学、セミナー等の企画・実施



２.新聞協会の環境対策の取り組み
（技術開発、サプライチェーンの取り組み）
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環境にかかわる企業としての他部門での社会貢献活
動（サプライチェーン）

＜加盟各社の取り組み一例＞

・カーボン・オフセットの取り組み
・植林
・グリーン購入
・販売所などによる古紙回収
・地域清掃活動
・再生可能エネルギーの使用



３．加盟各社の環境啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

①朝日地球会議（朝日新聞社）
②日韓（韓日）国際環境賞（毎日新聞社）
③社内外での各種取り組み（読売新聞社）
④エコプロダクツ２０１９（日本経済新聞社）
⑤「衣類のリユースでパラスポーツを応援！ふくのわプロジェクト」（産経新聞社）
⑥道新ぶんぶんの森の保育活動（北海道新聞社）
⑦「あしたのみどりキャンペーン」 （河北新報社）
⑧「～美しい富士山をいつまでも～富士山クリーンキャンペーン２０２０」（静岡新聞社）
⑨ＳＤＧｓ 行動促し地域の取り組みを発信（信濃毎日新聞社）
⑩再生可能エネルギーを使った新聞製作を実施（中日新聞社）
⑪地元大学とＳＤＧｓについて学ぶ（京都新聞社）
⑫ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の地域の取り組み紹介（山陽新聞社）
⑬紙面で身近な環境対策を紹介（西日本新聞社）
⑭環境問題に関する配信記事（共同通信社）
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３．加盟各社の環境啓発活動 ①朝日新聞社
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朝日新聞社は毎年秋に国際シンポジウ
ム「朝日地球会議」を開いている。

新型コロナウイルスの感染拡大防止の
ため、２０２０年は社内のスタジオからオ
ンラインで配信。申込者は全都道府県
と２８カ国・地域から１万２４００人に上っ
た。国連の掲げる持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）の達成に向け、私たちは民主
主義や気候変動、ジェンダー平等といっ
た問題にどう取り組むべきなのか。有識
者、政策決定者、企業人、一般の人々、
学生がともに５日間にわたり考えた。



1995年、日韓国交正常化30周年を記念して韓国の朝鮮日報社と創設。第26回の2020年は日本側・大分県中津市
のNPO法人水辺に遊ぶ会、韓国側・国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の李会晟議長に賞金各１万ド
ルなどが贈られた。
水辺に遊ぶ会は地域の漁民などと協力しながら中津干潟の保護活動に尽力、李IPCC議長は気温上昇を1.5度に抑
える特別報告書などをまとめた功績が評価された。
日本、韓国、中国、フィリピン、台湾、ロシア極東地域を含む東アジア地域は、急速な経済発展の動向が注目
を集めている。急速な工業化とエネルギー消費の増大に伴う大気汚染、酸性雨などの公害問題が国境を越えて
広がっており、地球温暖化などにより自然環境の劣化も危惧されている。両社は環境問題を共通テーマとして
顕彰活動を行うことで、両国のみならず東アジア全体の環境保全への機運を高め、調和のとれた発展に寄与で
きると確信している。

３．加盟各社の環境啓発活動 ②毎日新聞社
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３．加盟各社の環境啓発活動 ③読売新聞社
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2020年3月25日朝刊社会面

2019年11月9日朝刊都民版

読売 新聞社は 2 0 2 0 年 4 月 か ら 新聞 古 紙を 1 0 0 ％ 国 内 で 循 環 さ
せ、新聞用紙と して再利用するシステムを開始したほか、森
林の再生を図る植樹を 2 0 1 3 年 から続けるなど環境に配慮した
活動に取り組んでいる。持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達
成に向け、国連が世界の主要報道機関に対し協力を呼びかけ
る「ＳＤＧメディア・コンパクト」にも参加している。

2020年7月28日朝刊



３．加盟各社の環境啓発活動 ④日本経済新聞社
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「持続可能な社会の実現に向けて」をテーマに、515の企業・団体が出展。
世界的な脱プラスチックの機運の高まりを受け、代替素材や製品を数多く
展示した。国連の持続可能な開発目標（SDGs）に関連した体験型イベント
なども設置され、幅広い年齢層が来場した。

2019年12月5日（木）～7日（土）東京ビッグサイトで開催

来場者総数 147,653人
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３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社３．加盟各社の環境啓発活動 ⑤産経新聞社

26

産経新聞社では家庭などから不要な衣類を寄付してもらい、売却した収

益で５つのパラスポーツ競技団体を応援している。 2 0 1 6 年にスタートし、
同年と翌年度の東京都環境局「持続可能な資源利用に向けた」モデル事業
に採択された。

2 0 2 0 年度は、コロナ禍で古布の回収を一時中止した自治体が相次ぎ、

ふくのわへの問い合わせが急増している。こうしたニーズに応えるため、
7月に宅配キット「おうちでふくのわ」の販売をスタート。個人が正規の
料金を支払って宅配便を利用するより、低価格で提携先倉庫に衣類を送れ
る仕組みを整えた。また入手しづらい大型の寄付袋を提供することにより、
1梱包当たりの衣類の寄付量が 3倍増加した。寄付者の利便性の向上につな
がっている。

収益金は、コロナ禍での無観客試合のオンライン配信費用や、大会開催
時のスタッフ人件費など有効に活用されている。パラスポーツの応援が寄
付者のモチベーションになっており、衣類の回収量は増加している。

ふくのわでは、現在、都内を中心に定置型の衣類寄付ボックス設置を進
め、サスティナブル（持続可能）な衣類の回収構築を目指している。

これまでの衣類の総回収量は約 3 2 0トン、収益総額は約 6 1 0 万円。

（ 2 0 2 0 年 1 1 月 1 0 日現在）



３．加盟各社の環境啓発活動 ⑥北海道新聞社

27

北海道新聞社は、2004年の台風で被害を受けた支笏湖畔国有林の一部の約７haを、社会貢献の森「道新ぶん
ぶんの森」と名付け、2009年から2013年までの5年間で計9回、トドマツの植樹を行なった。植樹終了後は、
札幌の森林ボランティア協会の協力のもと、苗木補植や下草刈りなどの保育活動を年に1～2回行なっている。
最初の植樹から10年以上経過したが、他の植物による影響や土地の状態、日当たりなどの条件で成長にばら
つきがあり、目安と言われる人の腰の高さまで育っていないものも多い。そこで、植樹を行なった企業の責
任として、また紙を大量に使用する新聞社のＣＳＲ活動の一環として、苗木を守り、育てるための保育活動
を継続している。またこの活動は、札幌市内の販売所に協力いただき、回収した古紙の売却代金でその費用
を賄っており、紙のリサイクルを絡めた環境活動として取り組んでいる。



３．加盟各社の環境啓発活動 ⑦河北新報社
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杜の都のみどりを育むことを目的に、
２００９年から継続して行なってい
る事業で、今年で１２年目を迎える。
東日本大震災後は、「失われたみど
りの再生」をテーマに加え、展開し
ている。

（２０２０年６月３０日付朝刊）



登山道が年間を通じて閉じられ
た中、あらためて富士山の環境保
全について考えるきっかけにする
のが目的。

８月と９月に、県民から寄せら
れた、富士山への思いを込めた
メッセージや作品などを掲載した。

本企画の協賛金の一部は、地元
の官民組織に寄付。

（2020年9月15日付紙面）

３．加盟各社の環境啓発活動 ⑧静岡新聞社
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３．加盟各社の環境啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社

30

国連が提唱する「持続可能な開
発目標（ＳＤＧｓ）について知り、
学び、行動につなげてもらおうと、
2020 年 9 月27 日付まで 9 回に
わたり、広告企画「ＮＡＧＡＮＯ
ＳＤＧｓ ＰＲＯＪＥＣＴ」を展
開。長野県内の児童生徒や教員を
対象にした出前授業やセミナーな
どを開催し、紙面で参加を呼び掛
けたり、学校の取り組みを紹介し
たりした。

また、若者向けのページ「信毎
ヤンジャ」では「実践ＳＤＧｓ」
を連載、県内の企業や学校などの
環境関連活動を取り上げ、身近な
地域での実践や課題を発信した。



３．加盟各社の環境啓発活動 ⑩中日新聞社
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東京本社（東京新聞）は、環境にやさしい新聞づくりを目指し、2019年11月
1日からグリーン電力証書を購入して再生可能エネルギーを使った新聞編集
を行っている。再生可能エネルギーの重要性を報道している新聞社として、
自らも再生可能エネルギーを使った新聞づくりができないか、そんな思いか
ら導入に踏み切った。



３．加盟各社の環境啓発活動 ⑪京都新聞社
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地元の芸術系大学が S D G s について学
ぶ授業に地元企業の一員として協力。

京都での S D G s の取り組みについて、
学生たちが小冊子やサインボードに
まとめる取材協力を行った。

この授業の仕上げとして、京都市動
物園内のライブラリーで成果物の展
示やギャラリートークが行われた。

大学生たちと S D G s を考える良い機会
となった。

開場風景

サインボード

小冊子展示



環境を保全しつつ、人々が豊か
に暮らせる社会実現を目指すＳ
ＤＧｓ（持続可能な開発目標）
を国連が採択して５年。山陽新
聞は、気候変動対策など諸課題
の解決に先進的に取り組む岡山
県内の企業や自治体などを紙面
で随時取り上げている。循環型
社会実現へ向け、県内に先駆け
てバイオマス事業を進める真庭
市の記事では、木質チップを燃
料とした発電所、生ごみを使っ
た「バイオ液肥」のセルフスタ
ンドなどを巡るツアーを紹介。
また、2018年に国が初募集した
「ＳＤＧｓ未来都市」の全国２
９自治体に選ばれたこと、バイ
オマス発電のエネルギー源とし
て木質チップに針葉樹の間伐材
に加えて広葉樹も活用する計画
などにも触れている。

３．加盟各社の環境啓発活動 ⑫山陽新聞社

33



３．加盟各社の環境啓発活動 ⑬西日本新聞社
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身近な環境対策として、自
治体の取り組みや、記者に
よる体験レポートなどを継
続的に紹介

（左）大木町の「ごみ抑
制」の取り組みについて、
６回にわたり紹介。

（右）記者のエコ体験談や、
家庭で気軽にできるエコ対
策を紹介。



３．加盟各社の環境啓発活動 ⑭共同通信社
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「地球環境２０２０」。読者に環境問題
について関心を持ってもらうための企画
配信。

新型コロナウイルスを含む感染症拡大が
温暖化によって加速している可能性につ
いてまとめた。

（2020年４月２８日付中国新聞日刊）



４．最後に
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 戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

 新聞はほとんど再生紙を使っている。

 各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。



４．最後に
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新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。
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日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

https://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。


